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和歌山県人権教育基本方針
平成 17 年 2 月 15 日策定

和歌山県教育委員会

　国連は、二度にわたる世界大戦の反省から、人権の尊重

が平和の基礎であるとの認識のもと、「すべての人間は、

生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とにつ

いて平等である」とうたった世界人権宣言を採択しました。

そして、その理念を実現するため、人権に関する諸条約の

採択をはじめ「人権教育のための国連 10 年」を定めるなど、

様々な取組を行ってきています。

　わが国では、日本国憲法施行後、基本的人権の享有を保

障するため、人権に関する各般の施策が講じられてきまし

た。また、教育基本法に基づき、人格の完成を目指し、平

和的な国家及び社会の形成者を育成する教育が、学校、家

庭、地域のあらゆる場で推進されてきたところです。

　本県においては、人権を尊重する社会づくりに向けて、

同和問題解決への取組がその先導的な役割を果たしてきま

した。教育の面においては、和歌山県同和教育基本方針に

基づき、「部落差別を取り除く人間」の育成を目的に、部

落差別とそれを支えている様々の不合理な問題についての

学習をとおして、同和問題解決への自覚を深めるとともに、

自分や他人の人権を尊重しようとする意識や態度をはぐく

むなど、多くの面で成果をあげてきました。

　しかしながら、残念なことに、今なお、女性、子ども、

高齢者、障害者、同和問題、アイヌの人々、外国人、感染

症（ハンセン病、HIV 等）・難病患者などをめぐる差別や

虐待などの人権侵害が存在しています。また、国際化、情

報化、少子高齢化など、社会の急激な変化に伴い、人権に

関する新たな課題も生じています。加えて、お互いの生命

と生活を守るためには、自然との共生も視野に入れて考え

ることが大切です。

　真に人権が理解され、擁護され、尊重される社会を築く

ことは、21 世紀に生きる私たちが不断の努力をもって取

り組まなければならない重要な課題であり、責務です。

 和歌山県教育委員会は、人権尊重の理念に対する理解を

深め、これを体得することを目指した教育を行うことが、

生涯にわたるすべての教育活動の根幹をなすものであると

の認識に立ち、日本国憲法及び教育基本法並びに国際人権

規約、児童の権利に関する条約等の精神にのっとり、同和

教育の成果を生かし、人権が尊重される社会を築く人間を

育成するため、以下の方針に基づき人権教育を推進します。

（目的）

1  　すべての人の尊厳が守られ、自己実現が図られるよう、

人権及び人権問題について理解を深め、人権が尊重され

る社会を築くための力を身につける。

　（1） 　自分自身が価値ある大切な存在であるという感情

を養うとともに、公正や公平を重んじ、他の人と共

によりよく生きようとする態度をはぐくむ。

　（2） 　人権の意義・内容やその重要性について、理性及

び感性の両面から理解を深めるとともに、自らの権

利の行使とそれに伴う責任を自覚し、具体的な人権

課題について学習することをとおして、人権問題の

解決に取り組もうとする態度をはぐくむ。

　（3） 　多様な文化や個人の価値観等を尊重し、伝え合い

分かり合うためのコミュニケーションの能力を高め、

社会に参加する中で、多くの人と合意を形成し、問

題の解決に取り組むための能力を身につける。

（教育行政）

2  　教育行政においては、人権教育を進めるために必要な

実態の把握に努める。また、学校、家庭、地域がそれぞ

れの特性を発揮し、互いに連携協力しながら、生涯のあ

らゆる段階において、効果的に人権教育が行われるよう

必要な施策を講じる。

（学校教育）

3  　学校教育においては、人権が尊重される環境づくりに

努めるとともに、子どもの実態を十分に把握し、一人一

人を大切にした教育を推進する。また、人権尊重の精神

を生活の中で生かせるよう、教職員の共通理解のもと、

発達段階に応じ教育活動全体を通じた計画的な指導に努

める。

（社会教育）

4  　社会教育においては、一人一人が自分らしく生きるこ

とができる住みよい社会の実現を目指し、人権に関する

多様な学習機会の充実を図るなど、地域社会における人

権についての学習活動の振興と充実に努める。

（家庭教育支援）

5  　家庭において、人権尊重の意識を高める教育が行われ

るよう、人権に関する学習機会や情報の提供を行うなど、

家庭教育の支援に努める。
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（指導者の養成）

6  　指導者の養成においては、人権や人権問題についての

理解を一層深め、人権教育を行う上で効果的な方法を身

につけるための研修を充実するなど、資質の向上に努め

る。また、自ら人権意識の高揚に努め、学習者の疑問や

意見を受け止め、それを学習活動に生かしていくことが

できる指導者を養成する。

（人権侵害への対応）

7  　差別や虐待などの人権侵害が発生した場合、関係者の

所属する機関等が事実を正確にとらえ、責任を持って対

処する。そして、一人一人が自らの問題として学び、人

権教育を一層前進させる機会とするよう努める。

和歌山県人権教育基本方針の説明

Ⅰ 「前文」について

　前文では、人権や人権教育に関する取組の経緯と、基本

方針を作成するに当たっての考え方を述べています。

第 1 段落は、「国際的な動向」を述べたものです。

　人類は、二度にわたる世界大戦の惨禍を経験しました。

このことへの反省から、国連は、人権の確立を通じ平和な

社会を築くことは、国際社会全体に関わる重要な問題であ

るという認識に立ち、すべての人と国が守るべき基準とし

て「世界人権宣言」を採択しました。以来、同宣言は世界

中に影響を与え、各国での取組を促したことから最初に取

り上げています。

　「人権に関する諸条約」とは、「国際人権規約」、「女子差

別撤廃条約」、「人種差別撤廃条約」、「児童の権利に関する

条約」など、国連が中心となって採択した人権に関する条

約のことです。

　「『人権教育のための国連 10 年』を定めるなど」とは、

人権に関する特定の事項に焦点を当てた国連の取組を意味

しています。「国際児童年」「国際婦人年」「国際障害者年」

など、多くの国際年や国際の 10 年がありますが、ここでは、

「人権教育のための国連 10 年」を、その例としてあげて

います。

第 2 段落は、「国内の動向」を述べたものです。

　これまで、わが国においては、日本国憲法にのっとり、

基本的人権を保障するための施策が行われてきたことを述

べています。

　「人権に関する各般の施策」とは、人権に関する諸条約

の批准・加入、人権に関する法律（同和対策事業特別措置

法、男女雇用機会均等法、障害者基本法、人権教育及び人

権啓発の推進に関する法律など）の制定など、諸制度の整

備とそれに基づいた取組のことです。

 第 3 段落は、「本県における取組」を述べたものです。

　同和問題の解決に向けた全県的な取組は、多くの面で成

果をあげ、人権が尊重される社会の構築に向けた取組へと

広がってきたことから、前文において述べています。

　一部引用した「和歌山県同和教育基本方針」の目的は、「個

人の尊厳を重んじ、合理的精神及び社会連帯意識を身につ

け、部落差別を取り除く人間を育成する」です。

　「それを支えている様々の不合理な問題」とは、違いを

受け入れず同質性・均一性を重視しがちな性向や非合理的

な因習的意識などによって起こる人権に関わる問題を意味

しています。

　「など」は、差別に立ち向かう態度や学力の向上等を意

味しています。

第 4 段落は、「人権を取り巻く情勢」を述べたものです。

　社会には、列挙したような人権課題が依然として存在し

ているという現状認識と、社会の変化に伴い、解決しなけ

ればならない新たな人権課題が発生していることを述べた

ものです。人権課題の例示については、「人権教育・啓発

に関する基本計画」及び「和歌山県人権施策基本方針」を

踏まえています。「人権に関する新たな課題」の例として、

プライバシーの侵害やインターネットを悪用した人権侵害

などがあげられます。

　「和歌山県人権尊重の社会づくり条例」や「和歌山県人

権施策基本方針」において、自然との共生を目指すこと、

人権尊重の視点に立って環境について考えることが必要で

あると述べられており、本方針においても重要な視点であ

ると位置づけています。

第 5 段落は、「人権の意義」を述べたものです。

　人権はすべての人にとってなくてはならない大切なもの

であり、それが守られ尊重される社会を築いていくことの

大切さを述べています。

第 6 段落は、「人権教育の位置づけ」を述べたものです。

　前半部分では、教育活動を行う際には、学習者に人権を

尊重しようとする態度をはぐくむことを根底におくことが
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肝要であるという考えを述べ、後半部分では、現在、基準

となっている法令や同和教育の成果をもとに、「人権が尊

重される社会を築く人間を育成する」ため積極的に人権教

育に取り組んでいくという県教育委員会の決意を述べてい

ます。

　「人権尊重の理念に対する理解を深め、これを体得する

ことを目指した教育」とは、教育基本法でいう「人格の完

成をめざし、平和的な国家及び社会の形成者として、真理

と正義を愛」する人を育成するという意味を込めています。

 「日本国憲法」以下は、人権教育を進める上で基準となる

憲法・条約・法令等を示しています。

Ⅱ「基本方針の各項目」について

1 人権教育の目的

　人権が尊重される社会を築く人間を育成することを人権

教育の目的としています。

「すべての人の尊厳が守られ」とは、『すべて国民は、個

人として尊重される』（日本国憲法第 13 条）、『われらは、

個人の尊厳を重んじ、真理と平和を希求する人間の育成を

期する』（教育基本法前文）という精神に基づき述べたも

のです。

　「自己実現が図られる」とは、自己の能力や可能性を十

分に生かし、社会の中で自分の生き方を自分で決めていく

ことができるようになるということを述べたものです。

　「人権及び人権問題について理解を深め」とは、人権と

はどのようなものであるかという人権についての概念と社

会に存在する人権に関する問題について理解を深めるとい

う意味です。

　「人権が尊重される社会を築くための力」とは、上記の

理解とこうした社会の構築を目指して積極的に社会に関

わっていこうとする態度やそれを実現するための技能のこ

とであり、次の（1）〜（3）に具体的にまとめています。

（1）人権教育の具体的な目標 1

　「自分自身が価値ある大切な存在であるという感情」と

は、セルフエスティーム（自尊感情・自己尊重の感情と訳

される）という概念を述べたものです。セルフエスティー

ムは、うぬぼれやおごりではなく、自分自身をかけがえの

ない大切な存在であると認識し、自己の存在を肯定的にと

らえようとする意識のことです。こうした感情を持つこと

で、自分だけでなく他者をも肯定的にとらえられるように

なると言われており、人権を学ぶ上で基礎となる力として

位置づけました。

　「公正や公平を重んじ」とは、他者に対して公正・公平

であるという意味であり、こうした価値を重んじて物事を

判断する力を身につけることを述べたものです。

 「他の人と共によりよく生きようとする態度」とは、互い

の大切さを認め合い、他の人との人間関係を調整し、自他

の要求を共に満たす解決方法を見いだしていこうとする態

度のことです。

　このように、（1）では、自己を肯定する感情を養うとと

もに、物事の判断基準となる価値観や他の人との共存を願

おうとする態度をはぐくむという人権を学ぶ上で基礎とな

る力を身につけることを目標として設定しています。

（2）人権教育の具体的な目標 2

　「人権の意義・内容やその重要性について、理性及び感

性の両面から理解を深める」とは、「人権」の概念や意義・

重要性について正しい知識を身につけることと、人権に関

わる問題を直感的にとらえる感性を養うことを述べたもの

です。

　「自らの権利の行使とそれに伴う責任」とは、人は誰で

も人間らしく生きるために発言し行動する権利を持つとい

うこと、自分で決定したことに対しては責任が生ずるとい

う考えを述べたものです。

　このように、（2）では、人権の概念や権利を行使する意

義などを学び、社会に存在する人権課題に目を向け、解決

しようとする態度をはぐくむことを目標として設定してい

ます。

（3）人権教育の具体的な目標 3

　「多様な文化や個人の価値観等を尊重し」とは、違いが

偏見や差別につながることが多いことから、互いの違いを

受け入れ、尊重することの大切さを述べたものです。

　また、「伝え合い」以下は、人権問題を解決し、人権が

尊重される社会を築くためには、多くの仲間とともに協力

して物事を進める能力を身につけ、社会に参加し、決定に

参画することが重要であるという考えを述べたものです。

　このように、（3）では、文化や個人の多様性を認め合う

こと、社会に参加する中で、多くの人の合意を得て人権問

題の解決に取り組むための能力を身につけることを目標と

して設定しています。

2 教育行政

　目標を達成するために、行政として実態の把握に努め、

実情に即した施策を効果的に展開することを旨として述べ

ています。また、人権教育が行われる場である学校、家庭、
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地域（NPO 等を含む）の連携を促進する役割を果たす必

要性があることを述べています。

3 学校教育

　学校において人権教育を行う際の基本的な考え方を述べ

ています。

　「人権が尊重される環境づくり」とは、教職員や子ども

が互いの大切さを認め合う学校づくりを進めることであ

り、人権教育を行う上で基礎となる重要なものです。

　「子どもの実態を十分に把握し」とは、子どもの生活や

学力、人権についての理解・意識のみならず、子どもの思

いや保護者の願い、家庭環境・地域環境等についても把握

する必要があることを述べたものです。

　「一人一人を大切にした教育」とは、一人一人を見つめ、

課題を明らかにし、個に応じたきめ細かな指導を行うこと

の必要性を示しています。

　「人権尊重の精神を生活の中で生かせるよう」とは、生

命や人権を尊重する精神を培い、それが日常生活において

態度や行動に現れるようになることを述べたものです。

　「教職員の共通理解のもと、発達段階に応じ教育活動全

体を通じた計画的な指導に努める」とは、人権教育の全体

計画、年間指導計画、学習プログラム等を作成し、指導に

あたることの必要性を示すものです。教育活動全体を通じ

た指導や学年間、校種間の連携が必要であるという意味も

込めています。

4 社会教育

　社会教育において人権教育を行う際の基本的な考え方を

述べています。

　「一人一人が自分らしく生きることができる住みよい社

会の実現」とは、個人の尊厳や違いを認め合い、それぞれ

が自己実現を図ることができる社会、すなわち人権が尊重

される社会を意味しています。また、共に生き互いに支え

合う社会をつくるという「地域福祉」の考え方も含めてい

ます。

　社会教育として、学習機会の充実を第一に考え、「人権

に関する多様な学習機会の充実を図る」としています。「な

ど」とは、情報の提供や学習相談等を意味します。

 「人権についての学習活動の振興と充実」とは、NPO 等を

含め県民の主体的で積極的な学習活動の振興を図ることを

目指したものです。

5 家庭教育支援

　家庭における教育は、乳幼児期から豊かな情操や思いや

り、いのちを大切にする心、善悪の判断など人間形成の基

礎をはぐくむという点で、すべての教育の出発点となる重

要なものです。また、保護者が持っている人権感覚は、そ

の態度や言動を通じて子どもに伝わるものであり、保護

者自身が偏見を持たない、差別をしないなど、日常生活を

通じて自らの姿をもって子どもに示していくことが大切で

す。

　こうしたことから、家庭において人権に関することが話

し合われ、また、保護者自身が偏見を持たず差別等をしな

いという姿勢を子どもに示すことができるよう家庭教育の

支援に努めることを述べています。

6 指導者の養成

　人権教育の在り方について調査・研究を進め、指導者が

人権や人権問題について正しく理解し、効果的な方法によ

り学習活動を深められるよう研修の機会や内容を充実する

ことを中心に取り組んでいくことを述べています。

　なお、「指導者」とは、学校の教職員や社会教育におけ

る指導者を意味し、「学習者」とは、幼児児童生徒及び社

会教育における学習者を意味します。

　また、自ら人権意識の高揚に努めることと、権利を学ん

だことによって出された学習者（人権を侵害されている

当事者を含む）の意見を受け止め、それを学習活動に生か

すことも指導者として重要な資質であることを述べていま

す。

7 人権侵害への対応

　関係者（当事者を含む）の所属する機関等が取組の主体

となることを述べています。また、関係者や人権を学習し

ようとする一人一人が、差別や虐待などの人権侵害につい

て自らの問題として学び、人権問題の解決に向かって行動

できる機会とするという意味を込めています。

　なお、取組にあたっては、関係者の声を受け止め、事実

を正確にとらえ、問題の背景等を分析し、関係機関等とも

連携しながら、課題の解決を図っていくことが重要です。



■ 140

　１８歳になっていない人を子ども
とします。

　すべての子どもは、みんな平等に
この条約にある権利をもっていま
す。子どもは、国のちがいや、男か女
か、どのようなことばを使うか、どん
な宗教を信じているか、どんな意見
をもっているか、心やからだに障害
があるかないか、お金持ちであるか
ないか、などによって差別されませ
ん。

　子どもに関係のあることを行うと
きには、子どもにもっともよいことは
何かを第一に考えなければなりませ
ん。

　国は、この条約に書かれた権利を
守るために、できるかぎりのことをし
なければなりません。

　親(保護者)は、子どもの心やから
だの発達に応じて、適切な指導をし
なければなりません。 国は、親の指
導する権利を大切にしなければなり
ません。

　すべての子どもは、生きる権利を
もっています。国はその権利を守る
ために、できるかぎりのことをしなけ
ればなりません。

　子どもは、生まれたらすぐに登録
（出生届など）されなければなりま
せん。子どもは、名前や国籍をもち、
親を知り、親に育ててもらう権利を
もっています。 

　国は、子どもの名前や国籍、家族
の関係がむやみにうばわれること
のないように守らなくてはなりませ
ん。もし、これがうばわれたときに
は、国はすぐ
にそれを元
どおりにしな
ければなりま
せん。

　子どもは、親といっしょにくらす権
利をもっています。ただし、それが子
どもにとってよくない場合は、はな
れてくらすことも認められます。は
なれてくらすとき
にも、会ったり連
絡したりすること
ができます。

　国は、はなればなれになっている
家族がお互いが会いたい、もう一度
いっしょにくらしたい、と思うときに
は、できるだけ早く国を出たり入った
りすることができるように扱わなけ
ればなりません。親がちがう国に住
んでいても、子ど
もはいつでも親
と連絡をとるこ
とができます。

　国は、子どもがむりやり国の外へ
連れ出されたり、自分の国にもどれ
なくなったりしないようにしなけれ
ばなりません。

　子どもは、自分に関係のあること
について自由に自分の意見を表す

権利をもって
います。その意
見は、子どもの
発達に応じて、
じゅうぶん考
慮されなけれ
ばなりません。

　子どもは、自由な方法でいろいろ
な情報や考えを伝える権利、知る権
利をもっています。ただし、ほかの人

に迷惑をかけて
はなりません。

　子どもは、思想・良心および宗教
の自由についての権利を尊重され
ます。親（保護者）は、このことにつ
いて、子どもの発達に応じた指導を
する権利お
よび義務を
もっていま
す。

　子どもは、ほかの人びとと自由に
集まって会をつくったり、参加したり
することができます。ただし、安全を
守り、きまりに反しないなど、ほかの
人に迷惑をかけてはなりません。 

　子どもは、自分のこと、家族のくら
し、住んでいるところ、電話や手紙な
ど、人に知られたくないときは、それ
を守ることができ
ます。また、他人か
らほこりを傷つけ
られない権利があ
ります。

　子どもは、自分の成長に役立つ多
くの情報を手に入れることができま
す。国は、マスメディア（本・新聞・テレ
ビなど）が、子どものためになる情
報を多く提供するようにすすめ、子
どもによくな
い情報から
子どもを守
らなければ
なりません。

　子どもを育てる責任は、まずその
父母にあります。国はその手助けを
します。

　親（保護者）が子どもを育ててい
る間、どんなかたちであれ、子どもが
暴力をふるわれたり、むごい扱いな
どを受けたりすることがないように、
国は子ども
を守らなけ
ればなりま
せん。

　子どもは、家族といっしょにくらせ
なくなったときや、家族からはなれ
た方がその子ど
もにとってよい
ときには、かわり
の保護者や家
庭を用意しても
らうなど、国から
守ってもらうこ
とができます。

　子どもを養子にする場合には、その
子どもにとって、もっともよいことを考
え、その子どもや新しい父母のことをし
っかり調べたうえで、国や公の機関だけ
がそれを認めることができます。

　ちがう宗教を信じているため、自分の
国の政府と違う考え方をしているため、
また、戦争や災害がおこったために、よ
その国にのがれた子ども（難民の子ど
も）は、その国で守られ、援助を受ける
ことができます。

　心やからだに障害があっても、その子
どもの個性やほこりが傷つけられては
なりません。国は障
害のある子どもも充
実してくらせるよう
に、教育やトレーニン
グ、保健サービスな
どが受けられるよう
にしなければなりま
せん。

　国は、子どもがいつも健康でいられる
ように、できるかぎりのことをしなけれ
ばなりません。子どもは、病気になった
ときや、けがをしたときには、治療を受け
ることができます。

　子どもは、心やからだの健康をとりも
どすために病院などに入っているとき
に、その治療やそこでの扱いがその子
どもにとってよいものであるかどうかを
定期的に調べてもらうことができます。

　子どもやその家族が生活していくの
にじゅうぶんなお金がないときには、国
がお金をはらう
などして、くらし
を手助けしなけ
ればなりませ
ん。

　子どもは、心やからだのすこやかな
成長に必要な生活を送る権利をもって
います。親（保護者）はそのための第一
の責任者ですが、親の力だけで子ども
のくらしが守れないときは、国も協力し
ます。

　子どもには教育を受ける権利があり
ます。国はすべての子どもが小学校に
行けるようにしなければなりません。さ
らに上の学校に進みたいときには、み
んなにそのチャンスが与えられなけれ
ばなりません。学校のきまりは、人はだ
れでも人間として大切にされるという
考え方からはずれるものであってはな
りません。

 教育は、子どもが自分のもっているよい
ところをどんどんのばしていくための
ものです。教育によって、子どもが自分
も他の人もみんな同じように大切にさ
れるということや、みんなとなかよくす
ること、みんなの生きている地球の自然
の大切さ
などを学
べるように
しなけれ
ばなりませ
ん。

　少数民族の子どもや、もとからその
土地に住んでいる人びとの子どもが、
その民族の文化や宗教、ことばをもつ
権利を、大切にしなければなりません。 

　子どもは、休んだり、遊んだり、文化・
芸術活動に参加する権利があります。

　子どもは、むりやり働かされたり、そ
のために教育を受けられなくなったり、
心やからだによくない仕事をさせられ
たりしないように守られる権利がありま
す。

　国は、子どもが麻薬や覚せい剤など
を売ったり買ったり、使ったりすることに
まきこまれないように守られなければな
りません。

　国は、子どもがポルノや売買春など
に利用されたり、性的な暴力を受けたり
することのないように守らなければなり
ません。

　国は、子どもがゆうかいされたり、売
り買いされたりすることのないように守
らなければなりません。

　国は、どんなかたちでも、子どもの幸
せをうばって利益を得るようなことから
子どもを守らなければなりません。

　どんな子どもに対しても、ごうもんや
むごい扱いをしてはなりません。また、子
どもを死刑にしたり、死ぬまで刑務所に
入れたりすることは許されません。も
し、罪を犯してたいほされても、人間ら
しく年れいにあっ
た扱いを受ける
権利があります。

　国は、１５歳にならない子どもを兵士
として戦場に連れていってはなりませ
ん。また、戦争にまきこまれた子どもを
守るために、できることはすべてしなけ
ればなりません。

　子どもがほうっておかれたり、むごい
しうちを受けたり、戦争にまきこまれた
りしたら、国はそういう子どもの心やか
らだの傷をなおし、社会にもどれるよう
にしなければなりません。

　国は、罪を犯したとされた子どもが、
人間の大切さを学び、社会にもどったと
き自分自身の役割をしっかり果たせるよ
うになるこ
とを考えて、
扱われなけ
ればなりま
せん。

第1条 子どもの定義 第2条 差別の禁止 第3条 子どもにとってもっともよいことを 第4条 国の義務 

第5条 親の指導を尊重 第6条 生きる権利・育つ権利 第7条 名前・国籍をもつ権利 第8条 名前・国籍・家族関係を守る 

第9条 親と引き離されない権利 第10条 他の国にいる親と会える権利 第11条 よその国に連れさられない権利 第12条 意見を表す権利 

第13条 表現の自由 第14条 思想・良心・宗教の自由 第15条 結社・集会の自由  第16条 プライバシー・名誉は守られる 

第17条 適切な情報の入手 第18条 子どもの養育はまず親に責任 第19条 虐待・放任からの保護 第20条 家庭を奪われた子どもの保護 

第21条 養子縁組 第22条 難民の子ども 第23条 障害のある子ども 第24条 健康・医療への権利 

第25条 病院などの施設に入っている子ども 第26条 社会保障を受ける権利 第27条 生活水準の確保 第28条 
 

教育を受ける権利 

第29条 教育の目的 第30条 少数民族・先住民の子ども 第31条 休み、遊ぶ権利 第32条 経済的搾取・有害な労働からの保護 

第33条 麻薬・覚せい剤などからの保護 第34条 性的搾取からの保護 第35条 
 

ゆうかい・売買からの保護  第36条 あらゆる搾取からの保護 

第37条 ごうもん・死刑の禁止 第38条 戦争からの保護 第39条 犠牲になった子どもを守る 第40条 子どもに関する司法 

子どもの権利条約カード
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　１８歳になっていない人を子ども
とします。

　すべての子どもは、みんな平等に
この条約にある権利をもっていま
す。子どもは、国のちがいや、男か女
か、どのようなことばを使うか、どん
な宗教を信じているか、どんな意見
をもっているか、心やからだに障害
があるかないか、お金持ちであるか
ないか、などによって差別されませ
ん。

　子どもに関係のあることを行うと
きには、子どもにもっともよいことは
何かを第一に考えなければなりませ
ん。

　国は、この条約に書かれた権利を
守るために、できるかぎりのことをし
なければなりません。

　親(保護者)は、子どもの心やから
だの発達に応じて、適切な指導をし
なければなりません。 国は、親の指
導する権利を大切にしなければなり
ません。

　すべての子どもは、生きる権利を
もっています。国はその権利を守る
ために、できるかぎりのことをしなけ
ればなりません。

　子どもは、生まれたらすぐに登録
（出生届など）されなければなりま
せん。子どもは、名前や国籍をもち、
親を知り、親に育ててもらう権利を
もっています。 

　国は、子どもの名前や国籍、家族
の関係がむやみにうばわれること
のないように守らなくてはなりませ
ん。もし、これがうばわれたときに
は、国はすぐ
にそれを元
どおりにしな
ければなりま
せん。

　子どもは、親といっしょにくらす権
利をもっています。ただし、それが子
どもにとってよくない場合は、はな
れてくらすことも認められます。は
なれてくらすとき
にも、会ったり連
絡したりすること
ができます。

　国は、はなればなれになっている
家族がお互いが会いたい、もう一度
いっしょにくらしたい、と思うときに
は、できるだけ早く国を出たり入った
りすることができるように扱わなけ
ればなりません。親がちがう国に住
んでいても、子ど
もはいつでも親
と連絡をとるこ
とができます。

　国は、子どもがむりやり国の外へ
連れ出されたり、自分の国にもどれ
なくなったりしないようにしなけれ
ばなりません。

　子どもは、自分に関係のあること
について自由に自分の意見を表す

権利をもって
います。その意
見は、子どもの
発達に応じて、
じゅうぶん考
慮されなけれ
ばなりません。

　子どもは、自由な方法でいろいろ
な情報や考えを伝える権利、知る権
利をもっています。ただし、ほかの人

に迷惑をかけて
はなりません。

　子どもは、思想・良心および宗教
の自由についての権利を尊重され
ます。親（保護者）は、このことにつ
いて、子どもの発達に応じた指導を
する権利お
よび義務を
もっていま
す。

　子どもは、ほかの人びとと自由に
集まって会をつくったり、参加したり
することができます。ただし、安全を
守り、きまりに反しないなど、ほかの
人に迷惑をかけてはなりません。 

　子どもは、自分のこと、家族のくら
し、住んでいるところ、電話や手紙な
ど、人に知られたくないときは、それ
を守ることができ
ます。また、他人か
らほこりを傷つけ
られない権利があ
ります。

　子どもは、自分の成長に役立つ多
くの情報を手に入れることができま
す。国は、マスメディア（本・新聞・テレ
ビなど）が、子どものためになる情
報を多く提供するようにすすめ、子
どもによくな
い情報から
子どもを守
らなければ
なりません。

　子どもを育てる責任は、まずその
父母にあります。国はその手助けを
します。

　親（保護者）が子どもを育ててい
る間、どんなかたちであれ、子どもが
暴力をふるわれたり、むごい扱いな
どを受けたりすることがないように、
国は子ども
を守らなけ
ればなりま
せん。

　子どもは、家族といっしょにくらせ
なくなったときや、家族からはなれ
た方がその子ど
もにとってよい
ときには、かわり
の保護者や家
庭を用意しても
らうなど、国から
守ってもらうこ
とができます。

　子どもを養子にする場合には、その
子どもにとって、もっともよいことを考
え、その子どもや新しい父母のことをし
っかり調べたうえで、国や公の機関だけ
がそれを認めることができます。

　ちがう宗教を信じているため、自分の
国の政府と違う考え方をしているため、
また、戦争や災害がおこったために、よ
その国にのがれた子ども（難民の子ど
も）は、その国で守られ、援助を受ける
ことができます。

　心やからだに障害があっても、その子
どもの個性やほこりが傷つけられては
なりません。国は障
害のある子どもも充
実してくらせるよう
に、教育やトレーニン
グ、保健サービスな
どが受けられるよう
にしなければなりま
せん。

　国は、子どもがいつも健康でいられる
ように、できるかぎりのことをしなけれ
ばなりません。子どもは、病気になった
ときや、けがをしたときには、治療を受け
ることができます。

　子どもは、心やからだの健康をとりも
どすために病院などに入っているとき
に、その治療やそこでの扱いがその子
どもにとってよいものであるかどうかを
定期的に調べてもらうことができます。

　子どもやその家族が生活していくの
にじゅうぶんなお金がないときには、国
がお金をはらう
などして、くらし
を手助けしなけ
ればなりませ
ん。

　子どもは、心やからだのすこやかな
成長に必要な生活を送る権利をもって
います。親（保護者）はそのための第一
の責任者ですが、親の力だけで子ども
のくらしが守れないときは、国も協力し
ます。

　子どもには教育を受ける権利があり
ます。国はすべての子どもが小学校に
行けるようにしなければなりません。さ
らに上の学校に進みたいときには、み
んなにそのチャンスが与えられなけれ
ばなりません。学校のきまりは、人はだ
れでも人間として大切にされるという
考え方からはずれるものであってはな
りません。

 教育は、子どもが自分のもっているよい
ところをどんどんのばしていくための
ものです。教育によって、子どもが自分
も他の人もみんな同じように大切にさ
れるということや、みんなとなかよくす
ること、みんなの生きている地球の自然
の大切さ
などを学
べるように
しなけれ
ばなりませ
ん。

　少数民族の子どもや、もとからその
土地に住んでいる人びとの子どもが、
その民族の文化や宗教、ことばをもつ
権利を、大切にしなければなりません。 

　子どもは、休んだり、遊んだり、文化・
芸術活動に参加する権利があります。

　子どもは、むりやり働かされたり、そ
のために教育を受けられなくなったり、
心やからだによくない仕事をさせられ
たりしないように守られる権利がありま
す。

　国は、子どもが麻薬や覚せい剤など
を売ったり買ったり、使ったりすることに
まきこまれないように守られなければな
りません。

　国は、子どもがポルノや売買春など
に利用されたり、性的な暴力を受けたり
することのないように守らなければなり
ません。

　国は、子どもがゆうかいされたり、売
り買いされたりすることのないように守
らなければなりません。

　国は、どんなかたちでも、子どもの幸
せをうばって利益を得るようなことから
子どもを守らなければなりません。

　どんな子どもに対しても、ごうもんや
むごい扱いをしてはなりません。また、子
どもを死刑にしたり、死ぬまで刑務所に
入れたりすることは許されません。も
し、罪を犯してたいほされても、人間ら
しく年れいにあっ
た扱いを受ける
権利があります。

　国は、１５歳にならない子どもを兵士
として戦場に連れていってはなりませ
ん。また、戦争にまきこまれた子どもを
守るために、できることはすべてしなけ
ればなりません。

　子どもがほうっておかれたり、むごい
しうちを受けたり、戦争にまきこまれた
りしたら、国はそういう子どもの心やか
らだの傷をなおし、社会にもどれるよう
にしなければなりません。

　国は、罪を犯したとされた子どもが、
人間の大切さを学び、社会にもどったと
き自分自身の役割をしっかり果たせるよ
うになるこ
とを考えて、
扱われなけ
ればなりま
せん。

第1条 子どもの定義 第2条 差別の禁止 第3条 子どもにとってもっともよいことを 第4条 国の義務 

第5条 親の指導を尊重 第6条 生きる権利・育つ権利 第7条 名前・国籍をもつ権利 第8条 名前・国籍・家族関係を守る 

第9条 親と引き離されない権利 第10条 他の国にいる親と会える権利 第11条 よその国に連れさられない権利 第12条 意見を表す権利 

第13条 表現の自由 第14条 思想・良心・宗教の自由 第15条 結社・集会の自由  第16条 プライバシー・名誉は守られる 

第17条 適切な情報の入手 第18条 子どもの養育はまず親に責任 第19条 虐待・放任からの保護 第20条 家庭を奪われた子どもの保護 

第21条 養子縁組 第22条 難民の子ども 第23条 障害のある子ども 第24条 健康・医療への権利 

第25条 病院などの施設に入っている子ども 第26条 社会保障を受ける権利 第27条 生活水準の確保 第28条 
 

教育を受ける権利 

第29条 教育の目的 第30条 少数民族・先住民の子ども 第31条 休み、遊ぶ権利 第32条 経済的搾取・有害な労働からの保護 

第33条 麻薬・覚せい剤などからの保護 第34条 性的搾取からの保護 第35条 
 

ゆうかい・売買からの保護  第36条 あらゆる搾取からの保護 

第37条 ごうもん・死刑の禁止 第38条 戦争からの保護 第39条 犠牲になった子どもを守る 第40条 子どもに関する司法 

参考：「子どもの権利条約カードブック」㈶日本日本ユニセフ協会発行
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